
別紙１

１．件　　名

　下水道材料価格調査業務

２．業務場所

　下関市

３．業務の目的

　本業務は、公共事業の工事価格積算における工事資材設計単価の適正化を

図るために実態調査を行い、単価決定の基礎資料とするものである。

４．対象資材

　別添「業務対象資材」のとおり

５．価格調査

　荷渡し条件は現場着単価（下関市内）とし、消費税は含まない。

６．委託完了期日

令和8年9月15日まで

７．提出書類

（１）工程表

（２）管理技術者及び照査技術者届

（３）下水道材料価格調査報告書　２部

（４）業務完了届

（５）その他職員が指示するもの

8．その他

（１）　情報公開請求があった場合は、原則公開とする。

（２）　特記仕様書（別紙２）及び特記事項（別紙３，４）を遵守すること。

　仕　様　書　　



業務対象資材

全ての項目において、現場渡し価格とする。

材料 規格1 規格2 単位
予定
数量 備考

1 小口径推進管（短管A） 1種50、継手性能SJS　φ250 本 20

2 小口径推進管（短管A） 2種50、継手性能SJS　φ250 本 20

3 小口径推進管（短管A） 1種70、継手性能SJS　φ250 本 20

4 小口径推進管（短管B） 1種50、継手性能SJS　φ250 本 20

5 小口径推進管（短管B） 2種50、継手性能SJS　φ250 本 20

6
小口径可とう性推進管
（短管両端加工） 1種50、継手性能SJS　φ250 本 20

7
小口径可とう性推進管
（短管両端加工） 2種50、継手性能SJS　φ250 本 20

8
小口径可とう性推進管
（短管両端加工） 1種70、継手性能SJS　φ250 本 20

9 小口径推進管（短管A） 1種50、継手性能SJS　φ300 本 5

10 小口径推進管（短管A） 2種50、継手性能SJS　φ300 本 5

11 小口径推進管（短管A） 1種70、継手性能SJS　φ300 本 5

12 小口径推進管（短管B） 1種50、継手性能SJS　φ300 本 5

13 小口径推進管（短管B） 2種50、継手性能SJS　φ300 本 5

14
小口径可とう性推進管
（短管両端加工） 1種50、継手性能SJS　φ300 本 5

15
小口径可とう性推進管
（短管両端加工） 2種50、継手性能SJS　φ300 本 5

16
小口径可とう性推進管
（短管両端加工） 1種70、継手性能SJS　φ300 本 5

17 小口径推進管（短管A） 1種50、継手性能SJS　φ350 本 5

18 小口径推進管（短管A） 2種50、継手性能SJS　φ350 本 5

19 小口径推進管（短管A） 1種70、継手性能SJS　φ350 本 5

20 小口径推進管（短管B） 1種50、継手性能SJS　φ350 本 5

21 小口径推進管（短管B） 2種50、継手性能SJS　φ350 本 5

22 小口径推進管（短管B） 1種70、継手性能SJS　φ350 本 5

23
小口径可とう性推進管
（短管両端加工） 1種50、継手性能SJS　φ350 本 5

24
小口径可とう性推進管
（短管両端加工） 2種50、継手性能SJS　φ350 本 5

25
小口径可とう性推進管
（短管両端加工） 1種70、継手性能SJS　φ350 本 5

26 FRP製中間ｽﾗﾌﾞ φ900-600 組 5

27 FRP製中間ｽﾗﾌﾞ φ1200-600 組 5

28 FRP製中間ｽﾗﾌﾞ φ1500-600 組 5

29 FRP製中間ｽﾗﾌﾞ φ1500-600　分割、着脱可能型 組 5

30 FRP製中間ｽﾗﾌﾞ φ2000-600 組 5

31
ﾏﾝﾎｰﾙ蓋
（新仕様型・ふくﾏｰｸ） 600×900　T-25　現場打、組立共用 組 4 下関市仕様

32
ﾏﾝﾎｰﾙ蓋
（新仕様型・ふくﾏｰｸ） 600×900　T-14　現場打、組立共用 組 4 下関市仕様

33
ﾏﾝﾎｰﾙ蓋
（新仕様型・ふくﾏｰｸ） 600　T-25　現場打、組立共用 組 50 下関市仕様

34
ﾏﾝﾎｰﾙ蓋
（新仕様型・ふくﾏｰｸ） 600　T-14　現場打、組立共用 組 50 下関市仕様

35
ﾏﾝﾎｰﾙ蓋
（新仕様型・ふくﾏｰｸ・梯子付）

600×900　T-25　現場打、組立共用
梯子付 組 4 下関市仕様

36
ﾏﾝﾎｰﾙ蓋
（新仕様型・ふくﾏｰｸ・梯子付）

600×900　T-14　現場打、組立共用
梯子付 組 4 下関市仕様

37
ﾏﾝﾎｰﾙ蓋
（新仕様型・ふくﾏｰｸ・梯子付）

600　T-25　現場打、組立共用
梯子付 組 50 下関市仕様

38
ﾏﾝﾎｰﾙ蓋
（新仕様型・ふくﾏｰｸ・梯子付）

600　T-14　現場打、組立共用
梯子付 組 50 下関市仕様

39
ﾏﾝﾎｰﾙ蓋
（鋳鉄製機能強化ふた） 600×900　T-25　現場打、組立共用 組 4

(社)日本下水道協会の
Ⅱ類認定資器材

40
ﾏﾝﾎｰﾙ蓋
（鋳鉄製機能強化ふた） 600×900　T-14　現場打、組立共用 組 4

(社)日本下水道協会の
Ⅱ類認定資器材
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業務対象資材

全ての項目において、現場渡し価格とする。

材料 規格1 規格2 単位
予定
数量 備考

41
ﾏﾝﾎｰﾙ蓋
（鋳鉄製機能強化ふた） 600　T-25　現場打、組立共用 組 10

(社)日本下水道協会の
Ⅱ類認定資器材

42
ﾏﾝﾎｰﾙ蓋
（鋳鉄製機能強化ふた） 600　T-14　現場打、組立共用 組 10

(社)日本下水道協会の
Ⅱ類認定資器材

43
ﾏﾝﾎｰﾙ蓋
（鋳鉄製機能強化ふた） 300　T-25　現場打、組立共用 組 10

(社)日本下水道協会の
Ⅱ類認定資器材

44
ﾏﾝﾎｰﾙ蓋
（鋳鉄製機能強化ふた） 300　T-14　現場打、組立共用 組 10

(社)日本下水道協会の
Ⅱ類認定資器材

45
ﾏﾝﾎｰﾙ蓋
（鋳鉄製機能強化ふた・梯子付）

600×900　T-25　現場打、組立共用
梯子付 組 4

(社)日本下水道協会の
Ⅱ類認定資器材

46
ﾏﾝﾎｰﾙ蓋
（鋳鉄製機能強化ふた・梯子付）

600×900　T-14　現場打、組立共用
梯子付 組 4

(社)日本下水道協会の
Ⅱ類認定資器材

47
ﾏﾝﾎｰﾙ蓋
（鋳鉄製機能強化ふた・梯子付）

600　T-25　現場打、組立共用
梯子付 組 10

(社)日本下水道協会の
Ⅱ類認定資器材

48
ﾏﾝﾎｰﾙ蓋
（鋳鉄製機能強化ふた・梯子付）

600　T-14　現場打、組立共用
梯子付 組 10

(社)日本下水道協会の
Ⅱ類認定資器材

49
小口径汚水桝防護蓋
(新仕様型・ふくﾏｰｸ・台座込み)

桝径φ200用　T-25　台座込　ふく
ﾏｰｸ 組 100 下関市仕様

50
小口径汚水桝防護蓋
(新仕様型・ふくﾏｰｸ・台座込み)

桝径φ200用　T-14　台座込　ふく
ﾏｰｸ 組 100 下関市仕様

51
小口径汚水桝防護蓋
(新仕様型・ｽﾘｯﾌﾟ防止用・台座込み)

桝径φ200用　T-25　台座込　ｽﾘｯﾌﾟ
防止用 組 100 下関市仕様

52
小口径汚水桝防護蓋
(新仕様型・ｽﾘｯﾌﾟ防止用・台座込み)

桝径φ200用　T-14　台座込　ｽﾘｯﾌﾟ
防止用 組 100 下関市仕様

53
小型ﾏﾝﾎｰﾙ用防護蓋
(新仕様型・ふくﾏｰｸ・台座込み)

桝径φ300用　T-14　台座込　ふく
ﾏｰｸ 組 4 下関市仕様

54
小型ﾏﾝﾎｰﾙ用防護蓋
(新仕様型・ｽﾘｯﾌﾟ防止用・台座込み)

桝径φ300用　T-25　台座込　ｽﾘｯﾌﾟ
防止用 組 50 下関市仕様

55
小型ﾏﾝﾎｰﾙ用防護蓋
(新仕様型・ｽﾘｯﾌﾟ防止用・台座込み)

桝径φ300用　T-14　台座込　ｽﾘｯﾌﾟ
防止用 組 50 下関市仕様

56 管更生材料（インシチュフォーム工法） ライナーバック（自立管：高強度ガラスライナー）

既設管径φ200mm用
ｔ=4.0ｍｍ ｍ 50

57 管更生材料（インシチュフォーム工法） ライナーバック（自立管：高強度ガラスライナー）

既設管径φ250mm用
ｔ=5.0ｍｍ ｍ 300

58 管更生材料（インシチュフォーム工法） ライナーバック（自立管：高強度ガラスライナー）

既設管径φ300mm用
ｔ=6.0ｍｍ ｍ 50

59 管更生材料（インシチュフォーム工法） ライナーバック（自立管：高強度ガラスライナー）

既設管径φ350mm用
ｔ=7.0ｍｍ ｍ 50

60 管更生材料（インシチュフォーム工法） ライナーバック（自立管：高強度ガラスライナー）

既設管径φ400mm用
ｔ=8.0ｍｍ ｍ 50

61 管更生材料（ＳＧＩＣＰ－Ｇ工法） 本管用ライニング材（自立管）
既設管径φ200mm用
ｔ=6.0ｍｍ ｍ 50

62 管更生材料（ＳＧＩＣＰ－Ｇ工法） 本管用ライニング材（自立管）
既設管径φ250mm用
ｔ=7.0ｍｍ ｍ 300

63 管更生材料（ＳＧＩＣＰ－Ｇ工法） 本管用ライニング材（自立管）
既設管径φ300mm用
ｔ=8.0ｍｍ ｍ 50

64 管更生材料（ＳＧＩＣＰ－Ｇ工法） 本管用ライニング材（自立管）
既設管径φ350mm用
ｔ=10.0ｍｍ ｍ 50

65 管更生材料（ＳＧＩＣＰ－Ｇ工法） 本管用ライニング材（自立管）
既設管径φ400mm用
ｔ=11.0ｍｍ ｍ 50

66 管更生材料（パルテムＳＺ工法） ＳＺライナーSH（自立管）
既設管径φ200mm用
ｔ=5.0ｍｍ ｍ 50

67 管更生材料（パルテムＳＺ工法） ＳＺライナーSH（自立管）
既設管径φ250mm用
ｔ=5.0ｍｍ ｍ 300

68 管更生材料（パルテムＳＺ工法） ＳＺライナーSH（自立管）
既設管径φ300mm用
ｔ=6.0ｍｍ ｍ 50

69 管更生材料（パルテムＳＺ工法） ＳＺライナーSH（自立管）
既設管径φ350mm用
ｔ=7.0ｍｍ ｍ 50

70 管更生材料（パルテムＳＺ工法） ＳＺライナーSH（自立管）
既設管径φ400mm用
ｔ=8.0ｍｍ ｍ 50

71 管更生材料（ＥＸ工法） ＥＸパイプ（自立管）
既設管径φ200mm用
ｔ=7.2ｍｍ ｍ 50

72 管更生材料（ＥＸ工法） ＥＸパイプ（自立管）
既設管径φ250mm用
ｔ=9.0ｍｍ ｍ 30

73 管更生材料（ＥＸ工法） ＥＸパイプ（自立管）
既設管径φ300mm用
ｔ＝10.8ｍｍ ｍ 50

74 管更生材料（ＥＸ工法） ＥＸパイプ（自立管）
既設管径φ350mm用
ｔ=12.7ｍｍ ｍ 50

75 管更生材料（ＥＸ工法） ＥＸパイプ（自立管）
既設管径φ400mm用
ｔ＝14.6ｍｍ ｍ 50

76 管更生材料（オールライナーZ工法） ライナーホース（自立管）
既設管径φ200mm用
ｔ=6.0ｍｍ ｍ 50

77 管更生材料（オールライナーZ工法） ライナーホース（自立管）
既設管径φ250mm用
ｔ=7.0ｍｍ ｍ 300

78 管更生材料（オールライナーZ工法） ライナーホース（自立管）
既設管径φ300mm用
ｔ=8.0ｍｍ ｍ 50

79 管更生材料（オールライナーZ工法） ライナーホース（自立管）
既設管径φ350mm用
ｔ=9.5ｍｍ ｍ 50

80 管更生材料（オールライナーZ工法） ライナーホース（自立管）
既設管径φ400mm用
ｔ=10.5ｍｍ ｍ 50
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業務対象資材

全ての項目において、現場渡し価格とする。

材料 規格1 規格2 単位
予定
数量 備考

81 管更生材料（オメガライナー工法） オメガライナーR(Ⅰ)（自立管）
既設管径φ200mm用
ｔ=7.2ｍｍ ｍ 50

82 管更生材料（オメガライナー工法） オメガライナーR(Ⅰ)（自立管）
既設管径φ250mm用
ｔ=8.7ｍｍ ｍ 300

83 管更生材料（オメガライナー工法） オメガライナーR(Ⅰ)（自立管）
既設管径φ300mm用
ｔ=10.4ｍｍ ｍ 50

84 管更生材料（オメガライナー工法） オメガライナーR(Ⅰ)（自立管）
既設管径φ350mm用
ｔ=12.2ｍｍ ｍ 50

85 管更生材料（オメガライナー工法） オメガライナーR(Ⅰ)（自立管）
既設管径φ400mm用
ｔ=13.9ｍｍ ｍ 50

86 管更生材料（スルーリング工法） スタンダード　ライニング材
既設管径φ250mm用
ｔ=6.5ｍｍ ｍ 100

87 管更生材料（スルーリング工法） スタンダード　ライニング材
既設管径φ250mm用
ｔ=7.0ｍｍ ｍ 100

88 管更生材料（スルーリング工法） スタンダード　ライニング材
既設管径φ250mm用
ｔ=7.5ｍｍ ｍ 100

89 管更生材料（スルーリング工法） スタンダード　ライニング材
既設管径φ250mm用
ｔ=8.0ｍｍ ｍ 100

90 管更生材料（スルーリング工法） スタンダード　ライニング材
既設管径φ250mm用
ｔ=8.5ｍｍ ｍ 100

91 管更生材料（スルーリング工法） スタンダード　ライニング材
既設管径φ300mm用
ｔ=7.5ｍｍ ｍ 100

92 管更生材料（スルーリング工法） スタンダード　ライニング材
既設管径φ300mm用
ｔ=8.0ｍｍ ｍ 100

93 管更生材料（スルーリング工法） スタンダード　ライニング材
既設管径φ300mm用
ｔ=8.5ｍｍ ｍ 100

94 管更生材料（スルーリング工法） スタンダード　ライニング材
既設管径φ300mm用
ｔ=9.0ｍｍ ｍ 100

95 管更生材料（スルーリング工法） スタンダード　ライニング材
既設管径φ300mm用
ｔ=9.5ｍｍ ｍ 100

96 管更生材料（スルーリング工法） スタンダード　ライニング材
既設管径φ300mm用
ｔ=10.0ｍｍ ｍ 100

97 管更生材料（スルーリング工法） スタンダード　ライニング材
既設管径φ300mm用
ｔ=10.5ｍｍ ｍ 100

98 管更生材料（スルーリング工法） スタンダード　ライニング材
既設管径φ350mm用
ｔ=8.5ｍｍ ｍ 100

99 管更生材料（スルーリング工法） スタンダード　ライニング材
既設管径φ350mm用
ｔ=9.0ｍｍ ｍ 100

100 管更生材料（スルーリング工法） スタンダード　ライニング材
既設管径φ350mm用
ｔ=9.5ｍｍ ｍ 100

101 管更生材料（スルーリング工法） スタンダード　ライニング材
既設管径φ350mm用
ｔ=10.5ｍｍ ｍ 100

102 管更生材料（スルーリング工法） スタンダード　ライニング材
既設管径φ350mm用
ｔ=11.0ｍｍ ｍ 100

103 管更生材料（スルーリング工法） スタンダード　ライニング材
既設管径φ350mm用
ｔ=11.5ｍｍ ｍ 100

104 管更生材料（スルーリング工法） スタンダード　ライニング材
既設管径φ350mm用
ｔ=12.5ｍｍ ｍ 100

105 管更生材料（スルーリング工法） スタンダード　ライニング材
既設管径φ400mm用
ｔ=10.5ｍｍ ｍ 100

106 管更生材料（スルーリング工法） スタンダード　ライニング材
既設管径φ400mm用
ｔ=11.0ｍｍ ｍ 100

107 管更生材料（スルーリング工法） スタンダード　ライニング材
既設管径φ400mm用
ｔ=11.5ｍｍ ｍ 100

108 管更生材料（スルーリング工法） スタンダード　ライニング材
既設管径φ400mm用
ｔ=12.5ｍｍ ｍ 100

109 管更生材料（スルーリング工法） スタンダード　ライニング材
既設管径φ400mm用
ｔ=13.0ｍｍ ｍ 100

110 管更生材料（スルーリング工法） スタンダード　ライニング材
既設管径φ400mm用
ｔ=13.5ｍｍ ｍ 100

111 管更生材料（スルーリング工法） スタンダード　ライニング材
既設管径φ400mm用
ｔ=14.0ｍｍ ｍ 100

112 管更生材料（シームレスライナー工法） ライニング材
既設管径φ250mm用
ｔ=4.0ｍｍ ｍ 100

113 管更生材料（シームレスライナー工法） ライニング材
既設管径φ250mm用
ｔ=5.0ｍｍ ｍ 100

114 管更生材料（シームレスライナー工法） ライニング材
既設管径φ250mm用
ｔ=6.0ｍｍ ｍ 100

115 管更生材料（シームレスライナー工法） ライニング材
既設管径φ300mm用
ｔ=5.0ｍｍ ｍ 100

116 管更生材料（シームレスライナー工法） ライニング材
既設管径φ300mm用
ｔ=6.0ｍｍ ｍ 100

117 管更生材料（シームレスライナー工法） ライニング材
既設管径φ300mm用
ｔ=7.0ｍｍ ｍ 100

118 管更生材料（シームレスライナー工法） ライニング材
既設管径φ350mm用
ｔ=6.0ｍｍ ｍ 100

119 管更生材料（シームレスライナー工法） ライニング材
既設管径φ350mm用
ｔ=7.0ｍｍ ｍ 100

120 管更生材料（シームレスライナー工法） ライニング材
既設管径φ350mm用
ｔ=8.0ｍｍ ｍ 100
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業務対象資材

全ての項目において、現場渡し価格とする。

材料 規格1 規格2 単位
予定
数量 備考

121 管更生材料（シームレスライナー工法） ライニング材
既設管径φ400mm用
ｔ=7.0ｍｍ ｍ 100

122 管更生材料（シームレスライナー工法） ライニング材
既設管径φ400mm用
ｔ=8.0ｍｍ ｍ 100

123

124

125

126

127

128

129

130

131
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別紙２ 

特記仕様書（環境編簡易） 

 

 甲は、「しものせきエコマネジメントプラン」に基づいた環境マネジメントシ

ステムを構築し、「下関市環境方針」に基づき、甲の組織が行う事業活動におけ

る環境配慮及び環境保全に関する行動を適切に実行することとしている。この

取組には乙の協力が不可欠であり、業務関係者の業務の管理や業務の実施など

に当たり、乙は、「しものせきエコマネジメントプラン」の趣旨を理解し、次の

項目について実施すること。 

 

１ 環境関連法令について 

  乙は、業務の実施に際しては、環境関連法令を遵守し、常に適切な管理を

行うこと。 

 

２ 事故発生時の対応 

  乙は、業務の実施中に事故が発生した場合は、必要な処置を講ずるととも

に甲へ報告し、その指示に従うこと。なお、詳細な報告は、文書で後日行う

こと。 

 

３ 苦情発生時の対応 

  乙は、業務に関する苦情を受け付けたときは、応急的な措置が必要な場合

は応急処置を講ずるとともに甲へ報告し、その指示に従うこと。なお、詳細

な報告は、文書で後日行うこと。 

 

４ 配慮事項 

  乙は、業務の実施に際しては、次の各号に配慮すること。 

 (1) 使用する車両から排出するガス及び騒音振動を低減するようできる限り

エコドライブを励行すること。 

 (2) 業務の報告書の作成に当たっては、可能な限り再生紙等を利用すること。 

 (3) 業務の報告書の作成に当たっては、可能な限り両面印刷に努めること｡ 

 (4) 環境ラベリング制度（エコマーク・グリーンマーク）の対象となってい

る製品を可能な限り積極的に使用すること。 

 (5) 使用する物品は、可能な限り再生品を使用すること｡ 

 (6) リサイクル（分別）可能な製品を積極的に使用すること｡ 

 (7) 公共交通機関の利用及び効率的に車を使用すること｡ 

 (8) 業務の実施箇所周辺の環境に与える負荷の抑制及び周辺地区の環境美化

に努めること｡ 

 



 

別紙３ 

個人情報取扱特記事項 

 

（基本的事項） 

第１ 乙は、個人情報の保護の重要性を認識し、この契約による業務の実施に

当たっては個人の権利利益を害することのないよう、個人情報の取扱いを適

正に行わなければならない。 

（秘密の保持） 

第２ 乙は、この契約による業務に関して知り得た個人情報をみだりに他に漏

らしてはならない。この契約による業務が終了し、又はこの契約が解除され

た後においても、同様とする。 

（収集の制限） 

第３ 乙は、この契約による業務を行うために個人情報を収集するときは、業

務を達成するために必要な範囲内で、適法かつ適正な方法により行わなけれ

ばならない。 

（目的外利用及び提供の禁止） 

第４ 乙は、甲の指示又は承認があるときを除き、この契約による業務に関し

て知り得た個人情報を契約の目的以外のために利用し、又は第三者に提供し

てはならない。 

（適正管理） 

第５ 乙は、この契約による業務に関して知り得た個人情報の漏えい、滅失、

き損の防止その他の個人情報の適切な管理のために必要な措置を講じなけれ

ばならない。 

（複写又は複製の禁止） 

第６ 乙は、甲の承認があるときを除き、この契約による業務を処理するため

に甲から引き渡された個人情報が記録された資料等の複写、複製、又はこれ

らに類する行為をしてはならない。 

（再委託の禁止） 

第７ 乙は、この契約による業務を行うための個人情報の処理は、自ら行うも

のとし、甲の承認があるときを除き、第三者にその取扱いを委託又はこれに

類する行為をしてはならない。 

（資料等の返還等） 

第８ 乙は、この契約による業務を処理するために甲から引き渡され、又は乙

自らが収集し、若しくは作成した個人情報が記録されている資料等は、業務

完了後直ちに甲に返還し、又は引き渡すものとする。ただし、甲が別に指示

したときは、その指示に従うものとする。  

（事故発生時における報告） 

第９ 乙は、この特記事項に違反する事態が生じ、又は生ずるおそれのあるこ

とを知ったときは、速やかに甲に報告し、甲の指示に従うものとする。  

 



 

別紙４ 

下関市暴力団排除条例による措置に係る特記事項  

 

 （総則） 

第１条 甲と乙は、下関市暴力団排除条例第３条に規定する基本理念に基づき、

同条例第６条の規定による措置として、この特記事項を設ける。  

 （暴力団排除に係る契約の解除） 

第２条 甲は、乙が次の各号のいずれかに該当するときは、乙に対しなんらの

催告を要せず、この契約を解除することができる。  

 (1) 役員等（乙が個人である場合にはその者を、乙が法人である場合にはそ

の役員又はその支店若しくはこの契約を締結する事務所の代表者をいう。

以下同じ。）が、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３

年法律第７７号。以下「暴力団対策法」という。）第２条第６号に規定する

暴力団員（以下「暴力団員」という。）であると認められるとき。 

 (2) 暴力団（暴力団対策法第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）

又は暴力団員が、経営に実質的に関与していると認められるとき。 

 (3) 役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三

者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどした

と認められるとき。 

 (4) 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、若しくは便宜

を供与するなど直接的若しくは積極的に暴力団の維持及び運営に協力し、

又は関与していると認められるとき。 

 (5) 役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有して

いると認められるとき。 

 (6) 下請契約又は資材、原材料等の購入契約の締結に当たり、その相手方が

前各号のいずれかに該当することを知りながら、当該者と契約を締結した

と認められるとき。 

 (7) 乙が、第１号から第５号までのいずれかに該当する者を下請契約又は資

材、原材料等の購入契約の相手方としていた場合（第６号に該当する場合

を除く。）に、甲が乙に対して当該契約の解除を求め、乙がこれに従わなか

ったとき。 

２ 前項の規定により契約を解除した場合の契約保証金の帰属及び損害賠償に

ついては、この特記事項が付加される契約の規定による。 

 （関係機関への照会等） 

第３条 甲は、暴力団を排除する目的のため、必要と認めるときは、乙に対し

て、役員等についての名簿その他の必要な情報の提供を求め、その情報を管

轄の警察署に提供して、乙が前条第１項各号に該当するか否かについて、照

会できるものとする。 

２ 乙は、前項の規定により、甲が当該警察署に照会を行うことについて、承

諾するものとする。 

 



 

 （契約の履行の妨害又は不当要求の際の措置） 

第４条 乙は、自ら又はこの契約の下請若しくは受託をさせた者（この条にお

いて「下請事業者等」という。）が、暴力団又は暴力団員から、この契約の適

正な履行の妨害又はこの契約に係る不当要求を受けたときは、き然として拒

否し、その旨を速やかに甲に報告するとともに、管轄の警察署に届け出なけ

ればならない。 

２ 甲、乙及び下請事業者等は、前項の場合において、管轄の警察署と協力し

て、本この契約の履行の妨害又は本この契約に係る不当要求を排除する対策

を講じるものとする。 

 


